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要旨
本研究は病院で勤務する看護師が虐待をどのように認識し、対応しているのか、また対応できがたい要因とE封可かを明らかにし、
今後の看護師の役割を明確にすることを目的に行った。病院に勤務する看護師2047人に対し自記式留め置き調査を2006年9月～10
月の期間実施した。回答数は1492人(回答率72. 9%)であった。その結果、看護師は不自然な外傷や態度のある患者・家族に遭遇し、
虐待の存在を疑っていた。しかし、具体的な対応方法がわからないというのが現実であった。また、虐待のスクリーニングについて
の認知度が極めて低かった。虐待に関する学習経験は年齢や経験年数の若い世代を中心に増加しているが、看護基礎教育以降の纏涜
的な学習の必要性を確認できた。虐待は健康問題であると認識した上で具体的な知識をもって能動的に対応することが重要である。
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まえがき
わが国では2000年以降、 「児童虐待防止等に関する法
律」 、 「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関す
る法律」 、 「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者の保護に
関する法律」の制定や改訂が行われ、社会でこれらの問
題-の関心が高くなってきている。日本において虐待に
関する研究がさかんになってきたのは1980年代であるが、
アメリカではすでに1960年代からChild Abuse and
Neglectが注目され1)、近年では虐待による治療費の研究
2)や外来でのスクリーニング及び対応トレーニングの普
及が行われている3)。
日本では虐待に関する法整備がようやく整ったとはい
え、まだまだ欧米に比べその取り組みは遅れている。山
田の調査では、看護師の3人に1人が「殴られたり、蹴ら
れたり、引きずられたような傷がある」患者を観察した
経験があり、 4人に1人がDV被害者と出会っているとい
う結果が得られており、暴力による被害者が医療機関を
訪れ、その早期発見のためのチェックリスト作成の有用
性を示唆している4)。わが国でも虐待に関する問題を健
康問題とし、医療者が積極的にその対応にあたるべき時
がきている。
これまで、子ども虐待や成人男女間の虐待-の対応に
ついて個々に調査はされているが、今回のように子供・
成人・高齢者の全ての虐待-の対応について調査された
研究はなかった。近年、マスコミ報道の効果もあって、 「虐
待」と言えばまず「子ども虐待」が想像されるが、これ
は親と子の間だけのものではない。虐待は一人の人間が
別の人間に攻撃もしくは脅迫することにより、相手を傷
つけ、コントロールし、みさげることであり、弱者が受
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ける複合的な暴力を指す用語である。その対象がわが国
の法律上子ども、配偶者、高齢者と区分けされてはいる
が、米国では歴史的に「家庭内における暴力行為
(Violence in the home)」として研究されており、その
実態が明らかになるにつれ、単にChild abuse and
neglectやbattered woman, battered husbandなどのカ
テゴリー化より、 Familyviolenceとしてとらえられるよ
うになっている5)。そしてそれらの虐待の重大性、緊急
性はどれも同様であり、別々のものとして取り扱うべき
ものではない。しかも、子ども虐待とDVは同じ家庭内
で同時に起こっていることが多く、その多様な状況に最
初に遭遇する場の1つに医療機関が挙げられる。そこで、
医療現場で働く看護師が子供・成人・高齢者の虐待被害
者をどのように認識し、対応しているのか、対応できて
いない要因はなにかを明らかにし、今後、看護師が虐待
-の関わりを適切に行っていくための課題を明らかにし
たいと考えた。このことから、医療現場で働く、あらゆ
る年代の患者を対象とする看護師に、虐待について何が
できるのかを提言したい。
研究目的
本研究は、病院で勤務する看護師が虐待をどのように
認識し、対応しているのか、また対応できがたい要因と
は何かを明らかにし、今後の看護師の役割を明確にする。
研究方法
1.対象
総合病院に勤務する看護師2047名を対象とした。
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2.方法
質問紙を用いた自記式留め置き調査法を実施した。研
究依頼病院の看護部長に研究参加の承諾を得、研究対象
者には研究目的、方法、倫理的配慮を書面で説明し、質
問紙の記入により参加の同意を得た者の回答を回収した。
3.調査期間
平成18年9月、 10月の2ケ月間であった。
4.質問項目
基本的属性、虐待の被害者-の対応経験の有無、虐待
関連の法律-の知識、虐待のスクリーニングの知識と経
験の有無、 Glaisterらの質問票6)を参考に作成した虐待
-の対応の準備状況に対する自己評価(20項目) 、虐待-
の対応システムの現状、虐待-の対応についての教育の
現状、以上7項目について尋ねた。
5.倫理的配慮
研究対象者の所属する病院の看護部長に研究目的、方
法について口頭と文書で説明し、研究協力の同意書-の
署名を得た。そして、研究協力に同意した施設の看護部
長が選出した研究対象者に対し、文書で研究目的、方法
を説明した。研究-の参加は個人の意思を尊重したもの
で、参加しない場合でも不利益がないことを説明し、同
意した者のみ質問紙を提出することを求めた。研究参加
の状況は施設の上司にも知られないよう配慮した。質問
紙は無記名とし、記入内容は匿名化した上で厳重に保管
した。また、このデータを本研究以外に使用しないこと
を保証した。
なお、本研究は滋賀医科大学倫理委員会の承認を受け
た。
6.分析
統計パッケージソフトSPSS15.OJforWindowsで統計
処理し、分析した。
結果
配布数2047人に対し、回収数1496人(回収率73.1%
で有効回答数は1492人(有効回答率72.9%であった。
1.基本的属性
1492人のうち、勤務先は大学病院292人(19.6%)、
公立病院383人25.7%、公的病院337人22.6%)、私
立病院480人fooon/A(32.2%)であった。年齢は平均33.3±9.6
歳、性別は男性57人(3.8%、女性1427人(95.6%)、無
回答8人(0.5%で、看護師経験年数は11.0±9.9年、
現在の所属場所の勤務年数は3.9±8.3年であった。
外来勤務者は235人(15.8%)、病棟は1248人(83.6%)、
無回答9人(0.6%)であった。勤務する診療科は表1を
参照いただきたい。保健師、助産師、認定看護師など看
護師以外の資格の有無は、「あり」が45人3.0%、「な
し」が1440人96.5%)、無回答7人0.5%)となった。
2.被虐待者-の認識と対応の状況
医療現場における被虐待者との遭遇の有無は、「不眠・
うつ・パニック障害」が301人20.2%、「つねったり殴
った傷がある」が236人(15.8%)、「家族からの罵声、お
びえがあった」が228人(15.3%)と比較的多かった。そ
の他は1割弱であったが、各項目とも見かけられていた
(図1)。これらの状況が観察される患者に遭遇したとき、
虐待の存在を考えるかについては、647人(43.4%)の看
護師が「考える」、499人(33.4%)が「考えない」と答え、
無回答が346人(23.2%)であった。
表1調査対象者の基本的属性
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図1虐待の被害が疑われる患者-の遭遇経験の有無
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図2　虐待の被害が疑われる患者-の対応
その判断理由(複数回答)は、 「虐待について学習した
から」が218人、 「家族、患者の態度が不自然だったから」
が202人と多く、次いで「家族などからの情報」 129人、
「本人の訴え」 125人、 「尋ねたらそう言った」 107人と
なっている。本人や家族から事実を確認するよりも、虐
待について知識があり、それをもって判断している状況
があることがわかった。また、自由記載内容より、他の
看護師や医師、救急隊員、児童保護施設、保健所などか
らも情報を得ていたことが挙がっており、他機関との情
報共有も行われていた。
また、被虐待者と思われる患者-の対応については、
「医師・上司に相談した」が最も多く294人(19.7%)、
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表2　虐待に対するスクリーニングの認知と実行
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で、次いで「話をゆっくり聞いた」が183人(12.3%)で
あった。注目すべきは「とくに何もしなかった」が72人
4.8% 、 「通告した」はわずか15人(1.0%　であったこ
とである。 「他の専門機関-の相談」は54人　3.6%　で、
相談先は児童相談所が多く、他に児童福祉施設、学校、
保健所、警察、院内の連絡機関などであった(図2)。
「とくに何もしなかった」は72人　4.8%　にその理由
を尋ねると(複数回答)、 「どうしていいかわからなかっ
た」が22人、 「看護介入では何にもならなかった」が18
人、 「時間的制約があった」と「援助機関・社会資源につ
いて知識不足だと思った」がいずれも17人であった。
3.虐待に関連した法律について
虐待に関連した法律についての知識は、 「児童虐待防止
等に関する法律」が1304人(87.4% 、 「配偶者からの暴
力の防止及び被害者の保護に関する法律」が1289人
86. 4%)と高率に認知されており、 「高齢者虐待の防止、
高齢者の養護者の保護に関する法律」については施行後
半年前後で質問したこともあってか、 792人(53. 1%)の
認知状況であった。
4.虐待のスクリーニングについて
表2に示しているが、虐待に対するスクリーニングに
ついて知る人は84人(5.6%)と極めて低く、スクリーニ
ングの実行においてはさらに低い8人　0.5%)となって
いる。尚、特定の様式や手順の有無については、いずれ
も無効票が多く、不明であった。しかも、このスクリー
ニングは「患者に暴力の身体的証拠があるとき」 25人
(1.7% 、 「患者が助けを求めたとき」 23人(1.5%　など
虐待が疑われた場合にのみ実施されていた。
5.虐待に対する個別の対応準備度
虐待に対し、どの程度準備状況があるかをみたところ
(図3)、 「十分できる」と「大体できる」を合わせて5
割を超える回答は、 「症状を記録に残す」という1項目の
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図3　虐待に対する個別の対応準備度
人
みであり、虐待の種類における各項目の対処や援助だけ
でなく、何をすべきか知っているという知識面でも準備
性が低いことが伺えた。
6.所属する病院での虐待-の対策、対応システムにつ
いて
勤務している病院に虐待や暴力に関する対策システム
が存在すると答えたのは208人(13.9%)であり、その
内訳(複数回答)の主なものは「他機関との連携がある」
が66人、 「どういう対策があるか知らない」が65人、 「児
童相談所-の通告システムがある」が55人、 「マニュア
ルがある」が45人、 「専任職員がいる」が42人であった
(図4)。
7.虐待に関する学習歴について
虐待について学習した経験は、 「ある」と答えたのが534
人　3E　、 「ない」が832人(55.8%)、無回答が126
人(8.4%　であった。具体的な学習方法(複数回答)は
「看護学校での講義」が圧倒的に多く338人、次いで「マ
スメディアから」が236人、 「卒後の勉強会・研修会」 84
人、 「講演会・シンポジウム」 83人、 「文献など自己学習」
78人であった。虐待防止活動-の参加者は4人、看護研
究を行ったのは2人に留まった。これらの学習経験で、
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図4　所属する病院での虐待-の対策、対応システムに
ついて
自らの虐待-の対応能力の評価は「十分できる」が32人
2.1% 、 「そうではない」が484人(32.4%)、無回答が
976人(65.4%)となった。
さらに看護師の総経験年数をベナ-の看護論で規定さ
れている新人～中堅(総経験年数5年目まで)と達人(総
経験年数5年目以上) 7)で分け、総経験年数と質問項目
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の関連をx 2検定で検討した。その結果、経験年数5年以
上の看護師は不自然な傷や態度の患者に遭遇した際に虐
待ではないかと判断する者が多く　bく0. 01)、虐待のスク
リーニングに対する知識も有意に多かったbく0. 05)。虐
待に関する学習経験は経験年数5年までの看護師が5年
以上の看護師よりも有意に多かったbく0. 01)。学習経験
の内容について詳しく見ると、看護学校での学習経験は
総経験年数5年までの看護師に多く　bく0. 01) 、総経験年
数5年以上の看護師は研修会-の参加、自己学習、職場
研修の参加において有意に高い(いずれもpく0. 01)結果
を示した。
考察
本調査の結果、各種病院で勤務する看護師は、数は少
ないながらも不自然な外傷や態度のある患者および家族
に遭遇しており、それを見かけたときに自らの知識によ
って「これは虐待によるものではないか」と判断してい
ることがわかった。また、児童福祉施設など他の専門機
関とも情報共有する場合があることも確認できた。しか
し、判断はしても対応について具体的にどうすればいい
か知らない場合が多く、他者に委ねたり話を聞くしかで
きておらず、法的に通告義務を知っていても実行できて
いない現実が明らかとなった。
ようやく、わが国に虐待の問題が明らかに存在すると
いうことが虐待に関する法整備によって一般に認知され
始めている。連日のマスコミ報道の影響も大きいが、児
童虐待、 DV、高齢者虐待に関する法律制定には非常に
意義がある。高齢者虐待に関する法律の認知度が制定直
後の調査であったにも関わらず高かったことも、これら
の問題-の関心の度合いが高いことを示している。そし
て不自然な外傷を負った患者に出会った医療者はその態
度に違和感を覚え、これは虐待ではないか、と考える目
を持つようになってきたといえる。稲垣は虐待の発見に
ついて、 「不自然さに気づく」ことの重要性を強調してお
り8)、まずは最初に対応する医療者がその様子から患者
の背景に潜む虐待や暴力の存在を察知できるための知識
と感性を持つことが必要である。
しかし、それでは虐待の問題があることを特定できな
い。そこでスクリーニングの実施が有用となる。今回の
調査で、虐待のスクリーニングについては認知が極めて
低い上に、虐待が疑われた場合にのみ実施されているよ
うで、本来のスクリーニングの意味をなしていない可能
性があった。虐待に対する対応の準備性も事実を記録す
る以外は知識、技術について非常に低いことも示唆され
た。これは、先に述べた山田の調査で「看護職の7割が
知識不足のために、安全の確保のための緊急一時避難施
設や相談窓口との連携を活かせないおそれがある」 9)と
指摘していた結果と一致する。
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子どもや高齢者虐待の場合は、疑わしいとみなした第
三者が通告できるが、 DVの場合は被害者が援助を求め
なければ通幸田まできない。そこでDVに対してはとくに
スクリーニングの実施が重要となる。現在、国際的に定
評のあるThe Revised Conflict Tactics Scales (CTS2)
が石井らによって翻訳され、日本語版としてその信頼性、
妥当性も証明されており10)、他に医療の場での使用に対
し信頼性のある「女性に対する暴力スクリーニング尺度
(VAWS)」 ll)が片岡によって開発されている。
また高田、友田らによる医療従事者-のドメスティッ
クバイオレンス解決・支援セミナーも実施されており12)、
虐待や暴力に対する取り組みが近年進行してきている。
しかし、実際の現場ではまだまだこのような取り組みが
浸透していない。その原因として、虐待の問題は社会問
題であるという認識がまだまだ根強いことや、家族のプ
ライバシーに踏みこむこと-の艮蔀著が考えられる。暴力
の被害者に最初に接するのは医療者である、という自覚
を強く持ち、虐待は健康問題であると認識することが求
められる。 「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に
関する法律」の第三章第六条の3では医師およびその他
の医療関係者の守秘義務免除が謳われており13)、医療の
場においてハイリスクを幸田屋し保健師に支援を要請する
場合、平成16年から「養育支援を必要とする家庭に対す
る医療機関から市町村に対する情報提供」として保険で
診療情報提供料が請求できる14)。このような具体的な知
識をもって、看護職者がより能動的に対応する姿勢が重
要である。
また、看護師をはじめとする医療従事者が個別で対応
することには限界がある。法律では虐待を察知した個人
が速やかに通告することを求めたものであるが、組織の
中でチームとして働く看護師が、単独で虐待の被害者に
対応することは難しい。そこで、病院組織での対応シス
テムや専任の担当者の配置が必要となってくる。本調査
では虐待に対する勤務施設のシステムの存在は2割弱が
あると答えながら、その回答の内訳で多くの人がその内
容を知らないと答え、関心の低さも垣間見えた。病院全
体で虐待や暴力に関するプログラムを作成し、実施する
体制作りが急務である。
さらに、虐待や暴力に関する学習経験者は年齢や経験
年数の浅い世代を中心に増加しているようであるが、看
護学生時代に学習したままの状況が目立つ。従って対応
能力にも自信がなく、今後の継続的な学習の必要性を確
認できた。今村らの調査では、 118名の看護学生にDVを
どこで学んだかを問うたところ、その75%が授業で学んだ
と回答し、そのほとんどが2年生までに学習経験を持っ
ていた15)。現在、虐待や暴力に関する問題についての基
礎的な知識は看護基礎教育で習得していると考えられる。
今後はその知識を発展させ、具体的に何ができるかとい
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う視点で学習を積み重ね、継続的に虐待や暴力の問題-
の対応能力を育成することが必要といえる。
結論
総合病院に勤務する看護師2047名に対し自記式留め置
き調査法を実施、回収数は1492人(回収率72. !　であ
った。その結果、看護師は数が少ないながらも不自然な
外傷や態度のある患者・家族に遭遇しており、自らの知
識によって「これは虐待によるものではないか」と判断
していた。また、児童福祉施設など他の専門機関とも情
報共有していた。しかし、具体的な対応法を知らない場
合が多く、法的通告義務を知っていても実行できていな
い現実があった。虐待に関する法律が整備されたことで
日本でも虐待-の問題意識は高まり、そのことは医療者
にも影響を与えている。虐待の被害者に最初に対応する
医療者が、その様子から患者の背景に潜む虐待の存在を
察知できるための知識と感性を持つことが必要である。
また、虐待のスクリーニングについては認知が極めて
低く、虐待が疑われた場合にのみ実施されており、本来
のスクリーニングの意味をなしていない可能性があった。
虐待に対する対応の準備性も知識、技術について非常に
低かった。虐待に対する取り組みは近年進行してきてい
るが、実際の現場ではまだまだこのような取り組みが浸
透していない。その原因として、虐待の問題は社会問題
であるという認識がまだ根強いことや、家族のプライバ
シーに踏みこむこと-の艮蔀著が考えられる。虐待の被害
者に最初に接するのは医療者である、という自覚を強く
持ち、虐待は健康問題であると認識することが求められ
る。その上で具体的な知識をもって、能動的に対応する
姿勢が重要であると同時に、病院組織での対応システム
や専任の担当者の配置が望ましい。
さらに、虐待に関する学習経験者は年齢や経験年数の
若い世代を中心に増加しているようであるが、看護学生
時代に学習したままの状況であることから今後の継続的
な学習の必要性を確認できた。虐待に関する問題につい
ての基礎的な知識は看護基礎教育で習得しており、今後
はその知識を発展させ、具体的に何ができるかという視
点で学習を積み重ね、継続的に虐待の問題-の対応能力
を育成することが必要といえる。
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